玉名市企業誘致可能性及び適地調査業務委託仕様書
１．業務の名称
　　玉名市企業誘致可能性及び適地調査業務委託
２．業務の目的
本市では、近年の熊本県内における製造業などの土地需要の高まりを受け、進出意向のある企業の受け皿として、新たな企業用地の確保を目指している。そこで、本業務では、熊本県や本市及び近隣市町の産業特性や地域現況、都市基盤整備状況、企業ニーズ、企業立地に関係する計画などを整理し、新たな企業用地として開発可能な地区の調査・選定及び実現可能性の検討を行うことを目的とする。
３．委託期間
　　契約締結日から令和８年３月３１日まで
４．業務内容
（1）計画・準備
本業務を円滑に実施するため、事前に業務の目的や内容を整理し、業務の手順や各業務内容などを示した業務計画書及び業務体制表を作成し、市と協議を行った上で承認を得る。
（2）各種条件の整理
・関連計画及び開発条件の整理
「第２次玉名市総合計画」や「玉名市都市計画マスタープラン」などの上位・関連計画や熊本県の関連計画との整合性を整理するとともに、「熊本県都市計画法による開発許可制度と開発許可申請の手引き」などを参考に開発可能な条件整理もあわせて行う。
・市の概要調査及び整理
本市における企業用地整備の視点から、都市計画法や農地法などの法規制条件、地形や地質などの自然的条件、接道状況や排水施設などの都市基盤条件、洪水災害や土砂災害などの防災的条件の整理を行い、企業用地候補地選定の抽出条件として基礎資料の作成を行う。
なお、基礎資料の作成に当たっては、立地環境と地域特性を視覚的にわかりやすくとりまとめるものとする。
・産業動向及びターゲット業種の整理
本市や熊本県を取り巻く産業動向や産業の集積分布状況の調査を行い、新たな企業用地候補地選定の基礎情報として整理を行う。
また、本市の企業立地促進条例などの制度を把握し、立地が想定されるターゲット業種の検討もあわせて行うものとする。
（3）企業誘致用地候補地の選定
前条までに整理した内容を基に立地特性や事業性の観点から、以下の項目について比較検討及び評価を実施し、新たな企業用地として候補地を10地区程度選定する。
　　　　・開発面積　　　　　　　　　・用途地域との隣接状況
・用途地域指定の容易性　　　・農業関連区域の指定状況
・都市基盤整備の必要性　　　・周辺道路状況
・交通アクセス性　　　　　　・周辺環境への影響
　　　　・埋蔵文化財の有無　　　　　・災害リスクの有無
　　　　・現地調査結果　　　　　　　・その他懸念事項
　　　　・その他事業性に係る事項
　　
（4）企業アンケート調査実施

企業から見た本市の立地環境評価や立地展開の可能性、用地基盤整備の必要性や望まれる優遇制度等について調査を行い、新たな企業用地を検討するための基礎資料作成を目的に民間企業アンケートを実施する。
またアンケート対象企業は2,000社以上とし、対象企業の選定及びアンケート方法は受託事業者が提案し、市と協議の上、決定する。
（5）土地利用構想図の作成
（3）で選定された10地区のうち、事業化の可能性が高い上位3地区について、以下の計画等に基づき検討を行い、新たな産業用地と整備方針を取りまとめ、土地利用構想図及びイメージパース（着色あり）の作成を行う。
・土地利用計画　　　　　　　・造成計画
・道路計画　　　　　　　　　・雨水排水計画
・調整池計画　　　　　　　　・汚水排水計画
・給水計画　　　　　　　　　・公園・緑地計画
　　
（6）概算事業費の算出
（5）で作成した上位3地区の土地利用構想図の条件に従い、開発に伴う概算事業費の算出を行う。
（7）候補地の比較と課題整理
（5）で選定された上位3地区について、新たに企業用地を整備していく上での事業手法及び事業スケジュールの検討を行い、企業用地の整備課題を整理し、事業成立性などの比較を行う。
また、新たな企業用地を創出したことで発生する建設効果や操業効果、生産誘発額や付加価値誘発額、雇用誘発について算出し経済効果の整理を行う。
（8)打合せ協議
本業務における打合せ協議は、業務着手時、中間時（3回）、成果納品時の計5回とするが、必要があれば適宜行うものとする。
５．成果品
本業務の成果品は、次のとおりとする。
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